
 国立大学法人富山大学 国立大学法人富山大学 国立大学法人富山大学 国立大学法人富山大学のののの役職員役職員役職員役職員のののの報酬報酬報酬報酬・・・・給与等給与等給与等給与等についてについてについてについて

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成20年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　　　役員に支給する期末特別手当の額は，文部科学省国立大学法人評価委員会の業績

　　 評価結果及び役員としての職務業績を勘案し，学長が経営協議会の議を経て100分の10

     の範囲内でこれを増額し又は減額することができるとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 　　　　　　　国の給与改定を参考に，以下の改定を行った。

　　　　　　　 ①地域手当の支給率を１％引き上げた。

                ②広域異動手当の支給割合を４％から６％に引き上げた。

理事

同　　上

理事（非常勤）

改定なし

監事 　　　　　　　国の給与改定を参考に，以下の改定を行った。

　　　　　　　 ①地域手当の支給率を１％引き上げた。

                ②広域異動手当の支給割合を４％から６％に引き上げた。

監事（非常勤）

改定なし
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２　役員の報酬等の支給状況

平成20年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,953 12,780 5,173 0
（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

13,148 9,360 3,788 0
（　　　　）

＊※

千円 千円 千円 千円

14,639 10,116 4,196
303
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,664 10,116 4,196
303
49

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,246 10,836 4,386 24 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,271 10,836 4,386 49 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,271 10,836 4,386 49 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,172 9,360 3,788 24 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

1,404 1,404 0 0
（　　　　）

※

　　　注１：　「地域手当」とは，地域における物価等を考慮して，本学の勤務地に応じて支給している

　　　　　　ものである。

　　　注２：　「前職」欄の「※」は，独立行政法人等の退職者であることを示す。

　　　注３：　「前職」欄の「＊」は，退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）である

　　　　　　ことを示す。

　　　注４：　「前職」欄の「＊※」は，退職公務員が独立行政法人等の役職員に就任し退職した後，

　　　　　　国立大学法人等の役員となった者であることを示す。

３　役員の退職手当の支給状況（平成20年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

法人での在職期間

法人の長

摘　　要

A理事

B理事

D理事

E理事

B監事
（非常勤）

法人の長

理事

監事

前職

F理事

A監事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

C理事
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　　中期目標，中期計画に基づき，人事の活性化と人事配置の適正化を進めるとともに，

　 教職員数の見直しを実施する。

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

       国家公務員の給与水準を十分考慮し，毎年の人事院勧告を参考として適正な給与
　 水準を決定する。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

        職員の勤務成績に応じて，昇給，昇格・降格及び勤勉手当の成績率の決定を行っ
　　ている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成20年度における給与制度の主な改正点

　 　　　【地域手当支給割合の引上げ】
　　　　国の給与改定を参考に，支給割合を１％引き上げて３％とした。
　　　　（制度完成）

　　　【広域異動手当支給割合の引上げ】
　　　　国の給与改定を参考に，支給割合を異動前後の官署間の距離
　　　　区分が300ｋｍ以上の場合２％引き上げて６％とした。
　　　　（制度完成）

昇給

昇格・降格

特別昇給

６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し，
基準日以前６ヶ月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支給
割合を決定する。（給与法に準拠）

勤務成績により昇給区分を５段階に分け，その昇給区分に応じた号級数上位の号
給に昇給させることができる。（給与法に準拠）

昇格：勤務成績が良好で，本学が定める必要経験年数又は必要在級年数を有す
る者は，上位の職務の級に決定することができる。（給与法に準拠）
降格：勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。（給与法に準
拠）

勤務成績の特に良好な職員が，研修の成績が特に良好であることや職務上の功
績や業務のための顕著な功労による表彰又は顕彰等を受けたことにより，昇給をさ
せることができる。（給与法に準拠）

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,545 45.8 7,237 5,205 74 2,032
人 歳 千円 千円 千円 千円

345 45.9 6,021 4,360 93 1,661
人 歳 千円 千円 千円 千円

777 48.4 8,663 6,194 67 2,469
人 歳 千円 千円 千円 千円

264 39.6 5,309 3,852 63 1,457
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 51.6 5,568 4,041 80 1,527
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 39.0 6,921 5,081 96 1,840
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 39.9 6,619 4,850 82 1,769
人 歳 千円 千円 千円 千円

72 43.8 5,799 4,194 79 1,605
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 42.7 5,339 3,894 47 1,445

注１：常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：在外職員，任期付職員，再任用職員については該当者がいないため省略した。

注３：常勤職員の医療職種（病院医師）については該当者がいないため省略した。

注４：常勤職員の技能・労務職種とは自動車運転手，調理師等である。

注５：常勤職員の教育職種（附属高校教員）とは，附属特別支援学校の教育職員である。

注６：常勤職員の教育職種（附属義務教育学校教員）には，附属幼稚園の教育職員を含む。

注７：常勤職員の医療職種（病院医療技術職員）とは，附属病院に勤務する薬剤師，診療放射

　　　線技師，栄養士，臨床検査技師等である。

注８：常勤職員のその他医療職種（医療技術職員）とは，附属病院以外に勤務する臨床心理士

　　　である。

注９：常勤職員のその他医療職種（看護師）とは，附属病院以外に勤務する看護師である。

注11：常勤職員のその他医療職種（医療技術職員）については，該当者が1人のため，

　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。

うち賞与平均年齢

平成20年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

107 32.1 3,780 2,906 62 874
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 49.5 3,480 2,511 65 969
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 51.0 7,696 5,580 86 2,116
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 31.1 2,764 2,764 38 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 25.7 3,644 2,682 54 962
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 30.5 3,794 2,791 90 1,003

注１：非常勤職員の技能・労務職種とは技能補佐員（調理師）である。

注２：非常勤職員の医療職種（病院医療技術職員）とは，技術補佐員（薬剤師），技術補佐員

　　　（眼科視能訓練士）等である。

注３：非常勤職員の技能・労務職種については，該当者が1人のため，当該個人に関する情報

　　　が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）
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②

     　　注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

7 56.1 8,691 10,011 11,477

26 55.7 7,700 8,177 8,533

22 53.2 6,612 6,973 7,304

166 50.0 6,011 6,377 6,708

55 44.2 4,974 5,402 5,824

69 30.2 3,332 3,671 3,901

注１：部長には部長相当職である「次長」を含む。

注２：本法人は課制でないため，「グループ長」を課長相当職として掲げている。

注３：本法人は課制でないため，「主幹」を課長補佐相当職として掲げている。

　　　また，主幹には，「技術専門員」を含む。

注４：本法人は係制でないため，「主査」を係長相当職として掲げている。

　　　また，主査には，「技術専門職員」を含む。

注５：事務職員には「技術職員」を含む。

主任

事務職員

部長

グループ長

主幹

主査

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下，⑤まで同じ。〕

平均人員
分布状況を示す

グループ
平均年齢

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

50

100

150

200

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
人

千円
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注１： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

注２：教育職員（大学教員）の年齢24～27歳の該当者は3人であるため，当該個人に関

　　　　　　する情報が特定されるおそれのあることから，年間給与額の第１・第３分位について

　　　　　　は表示していない。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

304 55.3 9,551 10,364 11,176

232 46.3 7,573 8,186 8,811

65 44.1 7,026 7,489 8,203

158 40.4 6,083 6,524 7,036

18 46.3 6,071 6,212 6,945助手

人員 平均
分布状況を示す

グループ
平均年齢

教授

准教授

講師

助教

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

50

100

150

200

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人
千円
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注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 56.5 － － －

3 52.8 － 7,170 －

23 51.1 6,794 6,902 7,042

50 47.5 6,064 6,271 6,550

187 35.7 4,004 4,713 5,252

注１：看護師には，看護師相当職である「助産師」を含む。

注２：看護部長の該当者は1人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから，年間給与額の平均額については表示していない。

注３：副看護部長の該当者は3人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから，年間給与額の第1・第3分位については表示していない。

平均人員 平均年齢

看護師

副看護師長

看護部長

副看護部長

看護師長

分布状況を示す
グループ

１１人

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

0

50

100

150

200

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人
千円
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③

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 事務職員 主任 主査 主幹 グループ長

な職位 技術職員
人 人 人 人 人 人

345 22 54 171 63 20
（割合） （6.4%） （15.7%） （49.6%） （18.3%） （5.8%）

歳 歳 歳 歳 歳

37～24 51～27 59～35 59～48 59～51

千円 千円 千円 千円 千円

2,688～2,001 3,933～2,466 5,052～3,049 5,564～4,485 6,570～4,938

千円 千円 千円 千円 千円

3,584～2,755 5,352～3,373 6,978～4,261 7,682～6,286 8,742～6,988

区分 計 ６級 ７級 8級 9級 10級

標準的 グループ長 部長 事務局長 事務局長 事務局長

な職位
人 人 人 人 人 人

11 4
（割合） （3.2%） （1.2%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳

59～46 59～53 ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

7,530～6,037 8,417～7,329 ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

10,239～
8,325

11,560～
10,098

～ ～ ～

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 助手 助教 講師 准教授 教授 教授

な職位
人 人 人 人 人 人 人

777 4 172 65 233 303
（割合） （0.5%） （22.1%） （8.4%） （30.0%） （39.0%） （    %）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

54～25 64～27 64～29 64～33 64～40 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,448～2,497 5,933～3,177 6,447～3,481 6,940～4,581 9,558～5,083 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,154～3,415 7,940～4,342 8,996～4,807 9,834～6,351
13,567～

7,206
～

年間給
与額(最
高～最

低)

（教育職員（大学教員））

人員

年齢（最
高～最

低）

 職級別在職状況等（平成21年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（事務・技術職員）

年齢（最
高～最

低）

年間給
与額(最
高～最

低)

人員

所定内
給与年
額(最高
～最低)

所定内
給与年
額(最高
～最低)

年齢（最
高～最

低）

所定内
給与年
額(最高
～最低)

年間給
与額(最
高～最

低)

人員
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区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的 准看護師 看護師 副看護師長 看護師長 副看護部長 看護部長 看護部長

な職位 助産師
人 人 人 人 人 人 人 人

264 187 50 23 3 1
（割 （　　　%） （70.8%） （18.9%） （8.7%） （1.1%） （0.4%） （    %）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ 57～25 56～36 59～45 54～51 ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
4,814～
2,562

5,113～
3,601

5,347～
4,521

5,199～
4,822

～ ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
6,502～
3,528

7,080～
5,075

7,594～
6,415

7,448～
6,906

～ ～

④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

62.8 67.3 65.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.2 32.7 34.9

％ ％ ％

         最高～最低 　43.4～32.3　　 　46.7～29.4　　 　45.0～30.8　　

％ ％ ％

65.0 67.8 66.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.0 32.2 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 　　41.7～31.1　　 　38.5～28.6　　 　　40.0～29.8　　

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

62.6 66.6 64.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.4 33.4 35.3

％ ％ ％

         最高～最低 　　50.3～32.9　　 　　46.4～29.7　　 　　48.3～31.5　　

％ ％ ％

64.9 67.9 66.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.1 32.1 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 　　47.4～31.5　　 　　43.6～28.7　　 　　43.3～30.0　　

注：６級における該当者が１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

　　「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

所定内
給与年
額(最高
～最低)

年間給
与額(最
高～最

低)

（医療職員（病院看護師））

人員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成20年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護
師））

年齢（最
高～最

低）
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夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 　　～　　 　　～　　 　　～　　

％ ％ ％

63.8 67.7 65.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.2 32.3 34.2

％ ％ ％

         最高～最低 　　41.7～31.5　　 　　38.5～29.3　　 　　36.5～30.7　　

⑤

（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一）） 82.0

対他の国立大学法人等（事務・技術職員） 96.8

（教育職員（大学教員））

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）） 95.0

（医療職員（病院看護師））

対国家公務員（医療職（三）） 96.6

対他の国立大学法人等（医療職員（病院看護師）） 99.1

注：　　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い，当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立

　　　大学法人等」においては，すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため，当該個人に関する情報が

特定されるおそれのあることから記載していない。

　　　準）に置き換えた場合の給与水準を100として，法人が現に支給している給与費から算出され

　　　る指数をいい，人事院において算出

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員
／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（医療職員（病院看護師））

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ８６．８

参考 学歴勘案　　　　　　 ８２．１

地域・学歴勘案　　　８７．０

○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 ９８．１

参考 学歴勘案　　　　　　 ９５．３

地域・学歴勘案　　　９８．２

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　９３．０

　（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，

　　　　平成２０年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出

　　　　した指数である。

【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成19年度決算）

対国家公務員　　９６．６

指数の状況

　給与水準の適切性の
　検証

項目

－

指数の状況

　給与水準の適切性の
　検証

項目 内容

内容

対国家公務員　　８２．０

講ずる措置
今後も引き続き適正な給与水準を維持するよう努めることとする。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　４２％
（国からの財政支出額　14,603,991千円
　支出予算の総額　34,989,479千円：平成20年度予算）

【検証結果】
国の給与水準を越えていないことから，概ね適切であると考える。

　国に比べて給与水準
　が高くなっている定量
　的な理由

－

　国に比べて給与水準
　が高くなっている定量
　的な理由

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　４２％
（国からの財政支出額　14,603,991千円
　支出予算の総額　34,989,479千円：平成20年度予算）

【検証結果】
国の給与水準を越えていないことから，概ね適切であると考える。

【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成19年度決算）

講ずる措置
今後も引き続き適正な給与水準を維持するよう努めることとする。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成20年度）

前年度
（平成19年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注１：　本学は平成17年10月1日に設立された法人であるため，「中期目標開始時（平成17年度）からの

　　　増△減」欄は記載していない。

注２：　当年度の「給与，報酬等支給総額」及び「退職手当支給額」は，承継職員等に係る支給額を示して

　　　おり，賞与及び退職給付の引当金は計上せず，承継職員以外の職員の給与，報酬等，退職手当

　　　　また，「非常勤役職員等給与」については，受託研究費，受託事業費により雇用される職員に係る

　　　費用及び人材派遣契約に係る費用等を含めている。

　　　　以上のことから，財務諸表附属明細書の　「１７　役員及び教職員の給与の明細」における「報酬

　　　又は給与」及び「退職給付」の支給額と一致しない。

（　　－　　）

　　　支給額は「非常勤役職員等給与」に含めている。

304,172

最広義人件費

－1,871,051 1,870,017
福利厚生費

（　△0.5 ）

区　　分

（ △1.2 ）13,521,090 －

中期目標期間開始時（平成17
年度）からの増△減

（　　－　　）

非常勤役職員等給与

△ 164,113

2,283,005 1,978,833

1,767,042 △ 228,277
退職手当支給額

13,685,203
給与、報酬等支給総額

1,538,765

19,213,911 19,301,095 △ 87,184 －

1,034 （　  0.1 ）

比較増△減

（　　－　　）

－

－

（　　－　　）

（　 15.4 ）

（ △12.9 ）

（　　－　　）
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総人件費について参考となる事項

前年度の比較

　「給与、報酬等支給総額」は，地域手当の支給率が2％から3％へ改定になったことによる給与

の増，平成18年度に行った給与制度改革の本給表4.8％の引き下げ効果による給与の減，及び

定員削減による人件費の減から，前年度比1.2％の減となった。

　非常勤職員の増加及び常勤職員の地域手当支給率増改定に伴う非常勤職員の給与単価の

増額改定により，非常勤役職員給与等は増となったが，職員の定年退職・勧奨退職及び

自己都合等退職の減（計25名減）により，「最広義人件費」は前年度比0.5%の減となった。

総人件費改革への取組み

　中期目標において，「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）に示された

総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組みを行うこととし，中期計画において

平成21年度までに概ね4％の人件費の削減を図ることとしている。

基準年度
（平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

14,512,394 13,744,988 13,685,203 13,521,090

△ 5.3 △ 5.7 △ 6.8

△ 5.3 △ 6.4 △ 7.5

（参考）

　法人設立後の新富山大学及び法人の前身となった旧富山大学，旧富山医科薬科大学，

旧高岡短期大学分を併せた平成17年度の給与，報酬等支給総額は，14,345,826千円

であり，その内訳は次のとおりである。

　　新富山大学　・・・　7,426,169千円 旧富山医科薬科大学　・・・　3,515,328千円

旧高岡短期大学　・・・　365,768千円

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし。

　基準年度（平成17年度）の給与，報酬等支給総額は，法人移行時の人件費予算相当

額を基礎に算出した平成17年度人件費予算相当額である。

　　旧富山大学　・・・　3,038,561千円

　「人件費削減率（補正値）」とは，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）

による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり，

平成18年，平成19年，平成20年度の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ

0％，0.7％，0％である。

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正
値）（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）
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